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次期静岡県食と農の基本計画の骨子案について
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これまでの議論と今後の進め方
静岡県食と農の基本計画とは
➢農業及び農村の振興施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本計画（静岡県民の豊かな暮らしを支える食と農の基本条例) 

新たな食と農の基本計画の策定
➢鈴木知事の元、新たな総合計画（県政全体の計画）を策定するのに合わせて、次期「食と農の基本計画」を策定

今後のスケジュール
３月  

  公 表

2月

 県議会報告
12月

 パブリックコメント

11月

 第２回審議会
８～10月

計画の具体化作業

今回

前回

R7.1開催
<結果>

  

  ○現行計画の“目指す姿”である、
   「農業を憧れの職業へ」「住みたい・訪れたい農村へ」
   を継承しながら、新たな変化や深刻化した課題を反映する。
  
  ○１経営体当たりの農業産出額の増加を主要な目標値とする。
  
  ○「農業生産振興・担い手育成」「持続可能な農業・農村」「農産物の販売力強化」
   「リスクへの対応」の視点から施策を展開する。
  
  

 計画の柱立てを示した「骨子案」についての審議と、
 計画の具体化に向けた御意見・御提案をいただきます

 

【
ま
と
め
】     
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計画期間 2005→2010 2010→2017 2018→2021 2022→2025 現在取り巻く状況

産出額
関 係 

方向性 生産量の増加や、高単価作物の生産拡大により産出額を増やす ○2023年実績は前年から113億円増の2,245億円
 （主に米や鶏卵の価格上昇が影響）
○人口（労働者）が減少し、今後生産量が減少傾向
○人口（消費者）が減少し、今後消費量が減少傾向目標値 2,900億円 (農業関連販売額) 

4,000億円 2,400億円 2,400億円 

担い手
関 係

方向性 家族経営を大規模・法人化し、産地をリードする
ビジネス経営体（年５千万円以上を売上げる法人等）を育成

持続可能な経営体
を確保・育成

○高齢化により農業従事者人口が減少
 （国試算では2020→2030年で農業経営体が半減）
○法人参入や植物工場など新たな経営形態が増加
○法人従業員や外国人、他産業からの転職など
 農業の働き手が多様化

目標値
産出額の 

ビジネス経営体 
シェア 30% 

農業関連販売額の 
ビジネス経営体 
シェア 50％ 

産出額の
ビジネス経営体 

シェア 30% 

売上１千万円以上の 
農業経営体数 
4,400 経営体

＜これまでの県基本計画の方針＞

推進方針＜視点①農業生産振興・担い手育成＞
➢現計画の方針を基本としつつ、国の基本法改正・国の基本計画の議論を反映していく
➢さらに、県政の基本方針である幸福度日本一の実現に向けた取組を反映していく

区 分 方 針 関連する主な施策

産出額
関 係

○国の基本法が定める「食料の安定供給能力の確保」の観点からも、
 現在の生産規模を維持・発展していくことが重要である

○担い手が減少する中でも、生産性の向上等により、
 個々の経営体を強化・発展し、１経営体当たりの産出額を増やしていく

○農地の維持・確保
 （農地集積・農地保全など）
○経営体の確保
 （企業の誘致、新規就農者の育成など）
○生産性の向上
 （ＤＸ、農業基盤整備、スタートアップ企業と
  連携した技術開発・普及など）

担い手
関 係

○産地をリードする法人はもとより、産地・地域を支える「持続可能な
 経営体」についても、引き続き確保・育成を進める
 （※持続可能な経営体＝売上が年１千万円以上の経営体、本県独自の定義）

○規模の拡大や生産の効率化などにより儲かる農業を実現する 
  

○作物・地域ごとの産地育成・維持対策
 （産地の構造改革、共同利用施設の再編・合理化
   など）
○新たな経営体の育成
 （新規就農者の支援、トレーニングファーム、
  経営資源の継承など）
○労働力の確保（親元就農や雇用就農など）

＜新たな県基本計画の方針＞

➢これらを踏まえ、「１経営体当たりの農業産出額（R5:989万円）の増加」を主要な目標値として検討中

【前回資料(R7.1)】
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＜視点②持続可能な農業・農村＞
➢現計画の方針を基本とし、取組を継続・強化していく
 ・持続可能な農業については、国の「みどりの食料システム戦略」の内容を現計画に反映済み
 ・持続可能な農村については、農村・都市住民の幸福度の向上につながる取組である

区 分 方 針 関連する主な施策

持 続
可能な
農 業

○国は食料・農林水産業におけるカーボンニュートラル等の環境負荷の
 軽減を目指す「みどりの食料システム戦略」を2021年に策定し、県も推進

○技術革新により農業の生産力向上と持続性の
 両立を実現する
 

○カーボンニュートラルや循環型社会の実現に
 向けた技術開発・普及を進める

○化学肥料・農薬の使用量低減
（堆肥や未利用資源の活用、総合的病害
 虫・雑草管理（ＩＰＭ）の推進など）

○有機農業の取組拡大
（栽培技術の実証普及など）

○温室効果ガスの排出削減
（Ｊクレジット、施設園芸における省
 エネ機器や環境制御技術の導入など）

持 続
可能な
農 村

○農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮を促進する

○企業や都市住民など地域外から活動に参加する人口（関係人口）を増やす

○地域資源の保全・活用
（ふじのくに美しく品格のある邑づくり
 など）

○農地の保全に資する共同活動の促進
（ふじのくに美農里プロジェクトによる
 農地・農業用施設の保全活動など）

○中山間地の振興等対策
（鳥獣被害対策、ツーリズムなど）

○都市農村交流の促進
（むらサポ、農泊など）

＜現在の県基本計画の方針≒新たな県基本計画の方針＞

2050年までに目指す姿（抜粋）
・農林水産業のＣＯ２ゼロエミッション実現
・化学農薬の使用量50％減
・化学肥料の使用料30％減
・有機農業の取組面積の割合を25%に拡大

出典：農水省

【前回資料(R7.1)】
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＜視点③農産物の販売力強化＞

➢現計画の方針を基本とし、取組を継続・強化するとともに
 新たに国が進める「合理的な価格形成による持続的な食料システムの実現」に向けた取組を追加していく

＜現在の県基本計画＋α＝新たな県基本計画案＞
区 分 方 針 関連する主な施策

継 続
実 施

○首都圏を最大のマーケットとした販路の開拓と供給力の拡大

○市場の動向や消費者ニーズに対応した生産・出荷体制の構築、商品開発や
 販路開拓

○茶など県産品の輸出の拡大

○ブランド価値向上、付加価値の見える化
 （頂（しずおか食セレクション）など）
○商談の促進
 （オンラインカタログの活用など）
○輸出拡大の取組支援
 （施設整備支援、商社との連携など）

今 回
追 加

○国の動向を踏まえ、合理的な価格形成による持続的な食料システムの実現
 に向けた取組を推進

○農業や食に対する理解醸成
 （価格転嫁支援ツールなど検討中）

＜視点④リスクへの対応＞
➢現計画の方針に加えて、気候変動や食糧安全保障、資材価格の高騰など近年顕在化したリスクに対して、
 レジリエンスな（順応性の高い）農業の実現に向けた取組を追加していく

＜現在の県基本計画＋α＝新たな県基本計画案＞
区 分 方 針 関連する主な施策

継 続
実 施

○農村地域の防災・減災対策の推進
○土地改良施設の耐震化
 （防災重点農業用ため池の整備など）
○農村地域の豪雨対策
 （排水機場の遠隔監視・制御化、田んぼダムなど）

今 回
追 加

○気候変動への対応

○肥料や燃油、飼料など輸入生産資材の価格高騰対策の推進

○高温化対策
 （対策技術の開発・普及、新品目・品種の導入など）
○生産資材の安定的な確保
 （未利用肥料資源の活用、飼料の自給率拡大など）

（国の動向）
・関係者の協議によるコスト指標づくりを推進しつつ、持続的な食料供給に必要な
 合理的なコストを考慮する仕組みを新たに法制化予定

【前回資料(R7.1)】
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基本方向１　生産性と持続性を両立した次世代農業の育成

基本方向２　持続可能な農村の振興

静岡県食と農の基本計画2025～2028の施策体系（案）　

１－１　農業の成長産業化

(1) 人材の確保・育成 ①担い手の確保・育成 ア　新規就農者の確保
【KPI】
・新規就農者数

イ　農林環境専門職大における人材の養成
ウ　経営発展の支援

　現状値　　　→　　R10

②多様な人材の育成
ア　多様な農業者の活躍推進

　330人/年　　　345人/年　
イ　農福連携の推進

(2) 農業の生産性向上 ①施設園芸と畜産経営の
　生産性向上・安定化

ア　施設野菜・花きの生産性向上
イ　畜産経営の規模拡大、食肉センターの安定運営【KPI】

・1経営体当たりの農業産出額 ウ　家畜伝染病への対応強化
　現状値　　　→　　R10 ②土地利用型農業の

　 生産性向上

ア　担い手への農地集積
989万円　 　　　1,300万円 イ　水田農業・露地野菜等の生産性向上

ウ　茶業の構造改革の推進
・担い手への農地集積率 エ　果樹産地における生産性の向上

　　現状値　　　→　　R10 ③先端農業技術の活用 ア　スマート農業技術の導入推進
　46.7％　　　　　53％ イ　ＡＯＩプロジェクトの推進

④農業生産基盤の整備・
保全

ア　品目別基盤整備プロジェクト
イ　農地・農業用施設の戦略的な保全管理

(3) 戦略的なマーケティン
グの推進

①県産品の高付加価値
化の推進

ア　農林水産物や加工品の商品化支援
イ　地域の食ビジネスの活性化
ウ　合理的な価格形成（New）【KPI】

・首都圏への県産農林水産
品の流通金額

②首都圏等への販路開拓
と流通・供給体制の強化

ア　県産品のブランド化
イ　プレミアム商品の販路開拓

　　精査中 ア　マーケットインによる「輸出産地」の形成③輸出産地の形成と販路
開拓の支援 イ　商流・物流の構築による輸出体制の強化

ウ　清水港等を物流拠点とした輸出体制の強化
１－２　農業生産における環境変化への適応

(1) 環境変化への適応 ①環境負荷の低減 ア　有機農業の推進
イ　未利用資源活用の推進

【KPI】 ウ　温室効果ガスの削減技術の導入
・有機農業の取組面積 エ　耕畜連携の推進

　　現状値　　　→　　R10 ②気象変動への適応 ア  気象変動対策への強化（New）
　　　771ha　　　　1,123ha

①地域コミュニティの
　 活性化

ア　多面的機能支払制度を活用した地域共同活動の促進
(1) 美しく活力ある
　　 農村の振興 イ　集落道等の生活環境の整備

ウ　中山間地域の集落機能・農用地の維持
【KPI】
・農山村共同活動参画者数 エ　鳥獣被害対策の推進

②地域資源を
　 活用した交流促進

ア　農村と多様な主体が連携した持続可能な地域づくり
　　現状値　　　→　　R10

イ　滞在型グリーン・ツーリズムの推進
　　81.8千人　　　　96千人

③農村地域の
　 防災減災対策
　 の推進

ア　防災重点農業用ため池の防災・減災対策
イ　排水機場等の遠隔監視・制御化
ウ　津波浸水想定区域における地籍調査の推進

大 柱
総合計画に合わせてKPIを設定

中 柱
項目ごとに活動指標を作成

小 柱
KPIや活動指標の達成に向けた行動計画を作成

農地集積、水田基盤整備、スマート
農業等によるコメや野菜の生産性向上

※今後の情勢変化や議論の深化を踏まえ、体系を一部修正する場合があります

新規就農者の受入体制の強化

茶園基盤整備、碾茶や有機茶の推進強化

堆肥活用促進等による有機農業の推進

農村の活性化のための地域づくり

農業用ため池の防災・減災対策

気象変動対策 
左：ハウス上面塗布剤散布 右：散布なし
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大柱の施策の現状・課題・推進方向（仮）
 01 人材の確保育成 
既存事業の拡充及び新たな研修体制の構築により、
直近３年330人/年から、345人/年を目指す
＜KPI：新規就農者数＞
※新規就農者数＝農家後継者＋自立就農者＋参入企業＋法人就職者

 02 農業の生産性の向上 
国の農業所得400万円程度を実現する「経営モデル」を参考に、
R10年度に１経営体当たり平均1,300万円の産出額を目指し設定

＜KPI：１経営体当たりの農業産出額＞
※経営体＝経営耕地面積が30ａ以上等の農業者や法人・組織

国では、2030年に、担い手への農地集積率を8割まで進めること
を目標としており、県もそれに準じて目標値を設定
＜KPI：担い手への農地集積率＞
※担い手＝認定農業者やそれに準ずる者
【現状】              【目標】R10

 03 戦略的なマーケティングの推進 
県産農林水産物の競争力を強化し、販路を拡大することで、国内
最大の有望なマーケットである首都圏への流通金額を増やす

＜KPI：首都圏への県産農林水産品の流通金額＞
戦略品目の東京中央卸売市場の流通金額の合計をKPI指標とする
戦略品目（柑橘、イチゴ、ワサビなど）は、
次期マーケティング戦略の策定に合わせて検討中
【現状】【目標】 精査中（11月頃決定）

  04 農業生産における環境負荷の低減 
茶や水稲などを中心に、県内の有機農業取組面積を1,123haまで拡
大する

 ＜KPI：有機農業の取組面積＞

 05 美しく活力のある農村の振興 
農山村地域の人口減少に伴い、農山村共同活動に関わる人の減少
数を推計し、これに見合う新たな参画者数の確保を目指す

 ＜KPI：農山村共同活動参画者数＞

 

R3 R4 R5 平均

330人 313人 345人 330人

【現状】              【目標】R10

【現状】              【目標】R10

R4 R5 R6

44.6% 45.8% 46.7%

R4 R5 R6

578ha 644ha 771ha

【現状】              【目標】R10

R3 R4 R5

830万円 915万円 989万円

【現状】              【目標】R10
R3 R4 R5

75.5千人 78.6千人 81.8千人

計画の大柱の成果指標（KPI）の考え方
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＜＜主な意見＞＞
●前回の計画策定から、社会や価値観が大きく変容
●農業以外の産業を含め、人手不足がさらに深刻化
●金利・物価・賃金が大きく上昇するのは、私たちバブル後の世代にとって
 経験したことのないこと
●食料安全保障やトランプ関税など、新たなリスクが顕在化
●人口減少社会となり、施策の選択と集中も必要
⇒これらの変化に対応していく柔軟さが必要

前回(４年前)の計画策定に携わった農業・農業土木の若手職員11人から、
この４年間で感じている情勢の変化について意見を聴取(R7.7実施)

＜骨子案策定に当たって＞

＞＞＞今後の進め方
●計画の具体化に当たり、若手職員の意見をさらに聴取・反映していく

●農業・農業土木以外の、異なる分野の知見を有する職員からも意見を
 聴取し、反映していく（事務職等）
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次期食と農の基本計画の構成イメージ

 第１章　計画策定の基本的な考え方
　　　　　　　・策定の趣旨、役割、計画期間（R7～10）

 第２章　本県の農業・農村を取り巻く現状
　　　　　　　・世界情勢、国内情勢、本県の農業・農村の現状

 第３章　計画の基本方針
　　　　　　　・基本理念、目指す姿

 第４章　施策の推進計画
　　　　　　　・基本方向Ⅰ、Ⅱ

 第５章　地域編（農林事務所別）
　　　　　　　・地域の現状・課題、取組の方向

構成は
現計画と同じ

全体を見やすく
わかりやすく

具体的施策
を盛り込む

現計画を
継承

2-9



【本冊の第４章　イメージ】　基本方向（大柱、成果指標）

＜現計画＞ 次期総合計画の記載方法に合わせて、県民に
分かりやすい、見やすい計画へ

＜次期計画＞
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【本冊の第４章　イメージ】　行動計画（中柱、小柱）
＜現計画＞ 次期総合計画の記載方法に合わせて、「主な取組」を行動計画として図に落とし込む

＜次期計画＞

活動内容
（行動計画）

小柱：活動内容（行動計画）を記載

活動指標
（数値目標）

中柱：活動指標

一体化

2-11



【本冊の第５章　イメージ】　地域編 R7.8.5

＜現計画＞ 次期総合計画の記載方法に合わせて、
地域別（農林事務所別）に、2ページ程度とする

＜次期計画＞
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